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西欧の情報通信技術（ICT）産業について、

欧州情報技術研究所（EITO：European

Information Technology Observatory）が

「EITO 2001」報告書を発表した。同報告書

によると、西欧のICT市場は、2000年に顕著

な伸び（前年比13％増）をみせ、2001年も引

き続き増加（同11％増）が見込まれていると

している。国別にみると、2000年にICT産業

の伸びが10％以上を記録したのは、スペイン、

ギリシャ、ポルトガルなどの南欧諸国であっ

た。一方、北欧諸国のICT産業の伸びは低調

であった。この背景として、北欧諸国は既に

ICT浸透度が高く、市場が成熟しているため、

市場の急激な拡大はない一方、これまでICT

浸透度が低かった諸国の市場が急拡大してい

る。

１．顕著な伸びをみせた2000年の欧
州ICT産業

2000年の西欧（注１）のICT産業（注２）は、GDP

の約6.3％に相当する5,380億ユーロとなった

（表１参照）。内訳をみると、IT部門（オフィ

IT活用進める各業界メーカーの動き
（欧州）

欧州企業が情報技術（IT）を積極的に活用している。流通業界では、電子商取引が普及

し始め、商品の購入や販売、決済をネット上で行う企業がでてきた。自動車業界では、中

古車販売でネット販売が増加している一方、新車のネット販売は遅れ気味だ。そうした中、

オペルやBMWなどは試験的に新車のネット販売を行っている。医薬品業界は規制が厳し

く、IT活用が遅れているといわれるが、ソフトウエアやデータバンクの開発が進んでおり、

今後、IT導入が加速する可能性がある。エレクトロニクス業界も2000年、携帯電話の製

造・販売を中心に好業績を収めた。欧州情報技術研究所（EITO）によると、欧州の情報

技術通信（ITC）産業は2000年に前年比13.0%増加し、2001年には同11%に拡大する見込

みだ。IT戦略を中心に各業界の動向を報告する。
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顕著な伸びをみせた2000年のICT産業
パリ・センター

（注１）西欧：EU、スイス、ノルウェー
（注２）ICT産業：オフィス機器、データ処理機器、データ通信機器関連のハードウェア産業、ソフトウェア

産業、ソフトウェアサービスおよびテレコム関連機器とテレコムサービス
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ス機器、データ通信設備、ソフト、サービス）

が約2,480億ユーロ、テレコム部門が約2,900

億ユーロとなっている。これにより、西欧は

世界のICT市場の26.7％を占めることになっ

た（そのうち、IT部門は全世界の24.6％、テ

レコム部門は同28.8％）。また、EITOは2000

年の西欧ICT産業の欧州全体のGDPに占める

割合が前年比13.0％増加したとし、2001年は

11.0％増加するとの見通しを発表している。

２．スペイン、ギリシャが大幅増

ICT市場の伸びを各国別にみると、前年比

10％以上の大幅増を記録した国がほとんどで

ある。最も大きな伸びを示したのがスペイン

（17.7％増、対前年比、以下同）で、ギリシ

ャ（16.4％増）、ポルトガル（15.3％増）、英

国（14.2％増）と続いている。逆に伸びが低

調だったのは、ノルウェー（7.6％増）、フィ

ンランド（9.1％増）などの北欧諸国であっ

た。

主要国についてみると（表２参照）、ドイ

ツが2000年は10.4％の伸びをみせ、2001年は

10.5％の増加が予測されている。このうちIT

部門は2000年は9.8％増、2001年も同率増を

予測、テレコム部門は2000年10.9％増、2001

年は11.1％増を予測。

フランスは2000年に13.7％増、2001年は

11.8％増を予想している。このうちIT部門は

2000年12.3％増、2001年は12.5％増を予測。

テレコム部門は2000年に15.3％増、2001年

11.0％増を予測。

英国は2000年15.9％増、2001年は12.0％の

伸びが予測されている。このうちIT部門は

2000年12.7％増、2001年は11.8％増を予測。

テレコム部門は2000年14.2％増、2001年は

11.9％増が見込まれている。

イタリアは2000年14.0％増、2001年は9.8％

増との見通しである。このうちIT部門は2000

年12.5％増、2001年11.2％増を予測。テレコ

ム部門は2000年14.8％増、2001年9.2％増との

予測。

スペインは最も高い伸びを示し、2000年は

17.7％の増加、2001年は14.2％増との予測さ

れている。このうちIT部門は2000年13.6％増、

2001年10.3％増を予測。テレコム部門は2000

年19.5％増、2001年15.9％増を予測。

３．高い北欧諸国のIT関連支出

IT関連支出を対GDP比でみると（図１参

照）、西欧全体（注１）で2.74％となっており、

米国の5.40％、日本の3.37％に比べて低いが、

スウェーデン（4.51％）、スイス（3.70％）、

英国（3.65％）、デンマーク（3.21％）と北欧

諸国を中心に比率が高くなっている。逆に低

いのはギリシャ（0 . 9 7％）、ポルトガル

（1.56％）、スペイン（1.88％）で、前述の

2000年ICT市場の伸びが大きい諸国である。

この背景としては、北欧諸国は既にICT浸透

度が高く、市場が成熟しているため、市場の

さらなる急激な拡大はない一方、これまで

ICT浸透度が低かった諸国の市場が急拡大し

ている。
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４．国民１人当たりではスイスがト
ップ

国民１人あたりのIT関連支出についてみる

と（図２参照）、西欧（注１）は573ユーロであり、

米国（1,498ユーロ）の３分の１程度で、日

本（903ユーロ）にもはるか及ばない数字と

なっている。西欧で１人当たりのIT関連支出

額が多い国順にみるとスイス（1,238ユーロ）、

スウェーデン（1,072ユーロ）、デンマーク

（978ユーロ）、ノルウェー（934ユ―ロ）、の

支出が多い。他方、IT関連支出の少ない国は

ギリシャ（103ユーロ）、ポルトガル（157ユ

ーロ）、スペイン（250ユーロ）、イタリア

（319ユーロ）、アイルランド（411ユーロ）と

なっている。

５．深刻な技術者不足
同報告書によると、ICT関連の技術者につ

いて、西欧（注１）では99年が126万8,000人、
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2000年には187万1,000人のIT関連技術者が不

足していたとし、2001年では237万3,000人、

2002年は300万1,000人、2003年には384万

6,000人が不足するという深刻な事態が予想

されている（表３参照）。

このような状況を踏まえ、欧州各国はICT

に熟練した外国人技術者受け入れを目的とす

る移民政策に着手し始めているが、特に熱心

なのはドイツで、２万人の外国人ICT技術者

の受け入れ案を発表している。また、英国も

外国人の熟練ICT技術者に対するビザ発給手

続き迅速化策を発表している。また、オラン

ダは外国人の熟練技術者向けの税制優遇措置

を導入している。他方、以前までは外国人

ICT技術者として、インドに注目が集まって

いたが、現在では東欧、北アフリカの技術者

にも関心が寄せられている。また、中でも企

業ベースでは仏企業が仏語圏であるチュニジ

ア、モロッコのICT関連企業にアウトソーシ

ングするといったケースが増加している。
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（単位：％）�
図 1　IT関連支出比率（対GDP比）�

（注）西欧はEUにスイス、ノルウェーを加えた範囲�
（出所）EITO、「EITO 2001」�
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ここでは、ICT関連技術者の受け入れに特

に熱心なドイツの例をとり上げる。ドイツ政

府は2000年８月、期限を５年間とし、１万人

の外国人（欧州域外）にソフトウェア技術者

受け入れのための特別ビザ発給政策を開始し

た。この背景には深刻なICT技術者不足があ

り、永住権利のあるアメリカのグリーンカー

ドとは異なり、最大５年を期限とする滞在・

労働許可が給付される。ビザ発給は３年間に

わたって外国人ICT技術者１万人に与えられ

る見通しだが、市場がより多くのICT技術者

を必要とする場合には、２万人まで拡大され

る予定である。新たに雇用された技術者は健

康保険や失業保険等への加入も可能となって

いる。ドイツでの就労を希望し、ドイツ企業

に雇用された外国人技術者を国別にみると、

全体の17％に相当する365人がインド、次い

で348人がロシアの出身で、ルーマニア、旧

ユーゴスラビアがこれに続いている。求職者

の大半が資格保有者で、規定により、給与は

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400 1,600

（単位：ユーロ）�

図 2　国民1人当たりのIT関連支出�

（注）西欧はEUにスイス、ノルウェーを加えた範囲�
（出所）EITO、「EITO 2001」�
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年間４万ユーロ以上となっている。

なお、EITOはICT技術者の不足によって

予想される事態として、①賃金コストの上昇、

②プロジェクトの延期、③従業員の生産性低

下、などを指摘している。

他方、ICT技術者不足解消への対応策とし

て、①ICT関連教育制度の抜本的見直し、②

ICT技術向上のための産官学交流促進、③企

業内ICT関連研修プログラム、スクリーニン

グの実施、④ICT技術者移民の優遇策、を挙

げている。

表 3　西欧のICT関連人材の需給と不足の推移（1999～2003年）�
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IT活用の進展が期待される医薬品業界
ロンドン・センター

医薬品産業におけるIT（情報技術）の活

用は、医薬品の安全性に関連した規制が存在

することなどから、他産業に比べて遅れをと

っているといわれる。しかし、その必要性の

高まりとともにさまざまなソフトウエアやデ

ータバンクが開発されており、今後、規制緩

和と並行して、ITが活用される余地は大き

い。以下に医薬品産業においてどのようにIT

が活用されているかなどについて概観する。

１．IT活用の必要性高まる

昨今のITの発展･活用は、多くの産業に事

業効率化を促すなどのインパクトを与えてき

たが、医薬品業界におけるIT化は、他産業に

比べて遅れをとっており、一般的に「eカー

ブ遅れ」といわれてきた。



英政府のレポートは、同業界における電子

商取引（e-commerce）への対応にはいくつ

かの障壁があることを指摘している。それら

は、①資金、人、時間などの資源にかかわる

問題、②安全上の問題、③法規制による抑制、

④既存システムとの調和にかかわる問題、⑤

外部ITサポートの不足、などである。

しかし医薬品業界においても、ITの活用の

必要性は年々高まっている。実際、ITは医薬

品産業に対してB2B（Business to Business）

やB2C（Business to Consumer）、また研究

開発などにおいてさまざまなかたちで影響を

与えている。

業界誌スクリップ誌によると、「コスト削

減をし、より良いかつ安価な製品をより早く

市場に投入しようとするプレッシャーに駆ら

れていることが、近年、医薬品企業でeイニ

シアティブが急速に普及してきている背景に

ある」としている。

メルク（Merck & Co、米）は、2000年11

月、約1億ドルを投下して、インターネット

やネット関連ビジネス展開を行うための新会

社、メルク・キャピタル・ベンチャーズを設

立することを発表した。新会社では、「イン

ターネットが医薬品関連ビジネスのイノベー

ションを加速させることについて疑う余地は

ない。過去２年間に、それは大きなインパク

トを与えてきた。しかし、ITのもつ潜在力を

長年培われてきた医薬･ヘルスケア関連ビジ

ネス全般に最大限に引き出すにはまだ至って

おらず初期段階にある」とコメントしている。

２．ITが企業戦略に影響

世界の医薬品産業の競争力強化への取り組

みは、M&Aの加速やコア･ビジネスへの特化

などさまざまな手法で行われてきた。競争の

波に対処するために各社が実施してきている

ことは、最大限の経営の効率化を図ることで

ある。そしてITの活用はその一手段である。

医薬品産業においては、コア･ビジネス以

外を分離したり、アウトソースすることによ

ってコア･ビジネスへの特化を行う過程でIT

がもつ潜在力が発揮され、サプライ･チェー

ンにまでも効率性の追求を促すという効果を

もたらすことが期待されている。

アストラゼネカ（AstraZeneca、英）は約

17億ドルを投じてIBMと提携した。IBMは今

後７年間にわたって同社の持つ世界的なITイ

ンフラをアストラゼネカに提供することとな

った。アストラゼネカによれば、IBMとの提

携によって、「eビジネスや研究開発における

ITの活用のような情報技術サービスに集中す

ることができる」としており、同社の技術力

の向上、コスト削減などの効果が期待されて

いる。

また、イーライ・リリー（Eli Lilly、米）

はITを活用するための専属部門、eリリー

（e－Lilly）を発足させ、研究開発、人材育成、

調達や販売などにおいてインターネット技術

を駆使することとしている。同社では、イン

ターネット技術を活用して、世界の電子商取

引市場に参入することにより、新薬開発の元

となる物質を発見・取引することや、オンラ

イン上でのバーチャル共同研究、新薬開発と

承認までの期間短縮、B2Bの促進、CRM

（カスタマー・リレーション・マネージメン

ト）の促進を図っている。

アベンティス（Aventis、仏）は、2001年2

月に、特に医師とのネットワークを強化する

ための２つの対米eビジネス戦略を発表した。

ひとつは、パークストン・メディカル・インフォ

メーション社（ParkStone Medical Information、

米）と提携し、同社の持つ「モバイル処方

（m－prescribing）」を利用している医師との

ネットワーク強化を図ることである。他方は、

アイフィジィシャンネット（iPhysicianNet、米）

と提携し、電子ビデオを用いて医師とインタ

ラクティブなコミュニケーションや情報提供

に役立たせるものである。このほかアベンテ

ィスでは、従業員のリクルートや投資家への
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情報提供にもインターネットを活用してお

り、将来的には、インターネット上での臨床

試験も実施していくことを目標としている。

３．B2Cの進展は緩やか

医薬品企業がITの活用によって競争力の維

持･向上を図ろうとする理由のひとつに、イ

ンターネットをマーケティング手段として用

いることが挙げられる。これは他社との商品

の差別化、ブランド力の強化、または競争の

波がさほど及んでいないニッチ市場への参入

といった効果をもたらす。

一般的に、B2Cには２つの大きな流れがあ

る。ひとつは、単に、消費者に対して製品情

報を伝達する手段としてインターネットを活

用することであり、他方は、電子媒体を介して

実際に消費者に製品を販売することである。

英政府のレポートでは、消費者を対象とし

てインターネット技術を活用するには、イン

タラクティブなウェブサイトを開発すること

や、サプライ・チェーンの効率性を促すよう

なシステム統合に焦点をあてていくことなど

が必要であると指摘している。

また、英国医薬産業協会（ABPI：The

Association of the British Pharmaceuticals

Industry）は、病人やヘルスケア専門家らは

常に薬品や治療に対するより多くの情報を求

めているため、インターネットの適正な活用

によって、より精緻で信頼できる広範な情報

提供が可能になると指摘している。同協会で

は、インターネットによる薬品の流通におい

ては商品の物理的移動に焦点をあてるべき

で、消費者に対して当該薬品の潜在的危険性

の情報を十分に提供しなければならないと

し、然るべき条件のもとでのIT活用の普及を

支援している。

小売面におけるITの活用例として、英国で

は、オールキュアズ・コム（allcures.com）

が、インターネットを通じて消費者が処方

薬を入手することを可能としていることが

挙 げ ら れ る 。 同 社 の ウ ェ ブ サ イ ト

（http://www.allcures.com）では、通常の薬

局のようなサービス（化粧品などの販売）も

展開しているが、NHS（ナショナル･ヘルス･

サービス：英国の公的医療制度）や私的診療

における処方薬提供のほか、アドバイスや他

のヘルスケア関連ウェブサイトへのリンクな

どの情報提供も行っている。このような電子

薬剤店（eファーマシー）のチャネルの活用

もまた、医薬品製造業にとって新たなマーケ

ティング機会を提供するものである。

ただし同社のようなサービス展開は、欧州

において必ずしも一般的なものとはいえな

い。医薬品産業におけるB2Cの進展具合が緩

やかな背景には、消費者が製薬業者から処方

薬を直接購入できない法規制が存在するこ

と、また国によって規制が異なることがある。

英国における規制は次第に緩和されている

が、それでも品質管理や病人への安全性確保

の観点からeファーマシーの活動は制限され

ている。

４．B2Bでコスト削減効果

調達部門におけるITの活用は、多くの産業

においてコスト削減をもたらすものとして取

り組まれてきている。

インターネットの活用は、医薬品製造にお

ける化学品調達のための情報収集手段として

役立つものである。このほか、多くのユーザ

ーおよび製品情報が存在することによって、

「インターネットは、単純なマーケティング

や情報伝達の手段としてのみならず、現在で

は、調達や品質管理など、より深化した複合

的なビジネス・ツールとなってきている」

（スクリップ誌）と指摘される。このように、

新たな技術の導入を図ることにより一層の効

率性の追求を可能にするものと認識されてい

る。また、インターネットの活用によって、

消費者が商品情報などのデータベースに直接

アクセスして引き合い・問い合わせなどを行
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うことで、波及的に販売価格の削減効果をも

たらすことが期待できる点が挙げられる。

例えば、ケムナビゲーター・コム（the

Chemnavigator.com、米）のウェブサイト

（http://www.chemnavigator.com）では、商

業化されている化学物質の在庫およびその情

報をもつ研究開発企業にリンクしている。そ

のデータベースには100万以上の化学物質が

登録されており、これを利用することで新薬

開発研究のための化学物質調達の合理化を推

進することを可能にしている。

医薬品産業におけるB2B電子商取引の潜在

的影響はさまざまである。例えば、電子デー

タ交換システムは取引スピードを向上させ、

また、より効率的な調達プロセスをもたらす。

そしてこれらは、サプライ・チェーンにも影

響を及ぼし、市場により新しい、包括的な製

品情報を提供することによってコスト削減効

果をもたらすほか、サプライヤー、ビジネ

ス・パートナーなどとの関係を強化するもの

とされる。

５．研究開発の効率化を期待

ITが医薬品産業の効率化を促すものとして

最も大きな潜在力を発揮するのは、研究開発

分野であろう。ITの利用により、研究者は膨

大なデータの蓄積およびその活用が可能とな

る。特に遺伝子研究などにおける新たな発

見･開発においては、論理的なデータベース

の構築が不可欠であるほか、ITを活用するこ

とによって、新薬開発にかかる時間を短縮す

ることも可能となるため、メリットは非常に

大きい。ファイザー（Pfizer、米）によると、

平均的には、新薬開発から市場投入までには

約15年の歳月を要し、投資コストは5億ドル

にのぼるとされている。また特許による保護

も、早期に承認を得れば得るほど、投下資本

回収率が向上し利益率が上昇することから、

開発から承認までの期間を短縮することが極

めて重要な課題である。

コンピュータ･モデリングによって、構成

分子･物質の組み合わせを行うことは、新薬

発見･開発におけるIT活用の一例である。こ

の組み合わせ（組成）は非常に複雑なプロセ

スであり、製造方法、安全性、環境への配慮、

コストなどさまざまな要因を考慮しなければ

ならないため、ITの活用が不可欠の分野とな

っている。

種々の行程管理を必要とする産業に対し

てコンピュータ･ソフトウエアを提供してい

るアスペン・テクノロジー社（Aspen

Technology, Inc.、米）は、医薬品産業に対

しては、ルート･セレクション･ソリューショ

ン（Route Selection Solution）と呼ばれるソ

フトウエアを提供している。このソフトウエ

アは、製品開発にあたっての最も理想的なプ

ロセス･ルート、原料、コストを導き出すと

同時に、投薬量や販売価格などの分析も行う

ものであり、費用対効果のメリットを引き出

すものとされている。

ある特定の病気などひとつのターゲットが

特定されると、研究者はそれに対処し得る医

薬品の開発のために注力していくこととなる

が、適合する構成物質･分子を最も効率的な

手段で見つける上で、ITの活用は欠かせない。

膨大なデータ･ライブラリーからの検索は単

なる構成物質の抽出のみならず、長年の新薬

開発プロセスの中で培われてきた技術･情報

を蓄積することでさまざまな分析･解析も助

ける。

医薬およびバイオ産業向けのシステムを提

供しているファーサイト社（Phars ight

Corporation、米）では、ファーサイト・ト

ライアル・シミュレーターと呼ばれるシステ

ムを開発している。それを活用することによ

って企業は、臨床試験に関するリスク分析、

コスト分析、プランニングなどを行うことが

でき、市場投入までの時間を節約することが

できるとされている。

（ブレア・キーナン）
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シェア拡大する欧州自動車メーカー
ミュンヘン事務所

欧州自動車メーカーが力をつけている。

2000年の欧州市場は若干縮小、GMやフォー

ドがシェアを落としたが、欧州メーカーは軒

並みシェアを拡大した。世界市場でも欧州メ

ーカーの健闘が目立つ。燃費の良さを理由に

需要が高まるディーゼルエンジンの新技術を

開発、シェアを拡大するプジョー・シトロエ

ン（PSA）、流通ルートの徹底見直しでコス

ト削減を図るルノー、ゼネラル・モーターズ

（GM）と合弁で部品調達会社を設立、部品

調達の効率化をはかるフィアットなどが注目

されている。欧州の自動車業界について、そ

の現状と見通しを報告する。

１．独自路線を貫くPSA、ルノーは
日産の流通網を活用

2000年の欧州自動車市場は、全体では若干

縮小した。ただ、メーカーによって様子が異

なり、米GM、フォードがシェアを大きく落

としたのに対し、プショー・シトロエン

（PSA）やダイムラークライスラー、フィア

ット、BMW等の欧州メーカーはシェアを拡

大、明暗を分けた。

（1）欧州のメーカーが世界史上でシェア拡大

2000年の西欧の乗用車新規登録台数は、欧

州自動車工業会（ACEA）の暫定値によると、

前年比2.2％減の1,474万2,003台だった。年間

100万台以上の国別市場では、イタリアと英

国で市場が拡大したが、ドイツ、フランス、

スペインでは登録台数が減少した。特にドイ

ツでは11.1％減と大幅な後退となった。

グループ別ではトヨタが登録台数を12.9％

増、シェアを3.2％から3.7％に上げた。ダイ

ムラークライスラー（Daimler Chrysler）も

7.4％増でシェアが5.6％から6.2％に上昇、

PSAは5.8％増でシェアが12.1％から13.1％

に、フィアット（Fiat）は2.9％増でシェアは

9.5％から10.0％に上昇した。子会社のローバ

ー（Rover）を切り離したBMWも、BMW単

独では登録台数が2.9％増加、シェアは3.2％

から3.4％に拡大した。

これ以外のグループはいずれも、登録台数

は前年に比べて減少している。特にゼネラ

ル・モーターズ（GM）とフォード（Ford）

は、それぞれ8.0％減、9.7％減で、シェアは

いずれも10.8％へと下がっている。GMグル

ープのオペル（Opel）は５億ユーロの赤字

決算（2000年）を発表、フォードも10億ユー

ロ規模の赤字に陥る見通しだ。全世界での販

売台数では、3.8％増の498万888台となった

ルノー（Renault)・日産グループも、西欧市

場では日産車の健闘にもかかわらず、ルノー

の不振で登録台数が３％減少、シェアは前年

の13.6％から13.3％に落ちた。（ルノー車だけ

の登録台数は5.9％減の156万台）。フォルク

スワーゲン（VW）グループも西欧での販売

台数は2.9％減で、275万台にとどまっている。

しかし世界市場に目を転じると、ルノーや

VWも販売台数を伸ばした。日産を含まない

ルノー車単独の世界市場での販売台数は

0.4％増、過去最高の235万台となっている。

VWグループは世界市場で４％増の506万台

を販売、初めて500万台を突破した。世界シ

ェアも0.2ポイント増の12.2％にまで上がって

いる。VWグループの北米での販売台数は、

18％増、アジア地域では10％増といずれも２

ケタの伸びを示した。

2001年になって、世界最大の自動車市場で

ある米国で、急激な市場縮小が始まっている

中で、世界市場での欧州のメーカーの健闘が

目立っている。市場の縮小で、工場の一時閉



鎖に追い込まれたのは、いずれも米国のメー

カーである。2000年に縮小したドイツ市場で、

シェアが下がったのはオペルやフォードの米

国系企業だ。日産を除く日本車も、欧州での

販売台数を落としている。

今後５年間の各社の生産台数を予測してい

るマーケティングシステム（Market ing

System）社によると、フィアットを除く欧

州のメーカーはいずれも、今後５年間で生産

台数を８％以上拡大する。これに対し米国や

アジアのメーカーは、最高のGMとホンダで

も7.4％ないし7.3％の拡大にとどまり、フォ

ードは5.3％減と予想されている。ダイムラ

ークライスラーではさらに鮮明で、欧州のメ

ルセデス部門が12％拡大、米国のクライスラ

ー部門が5.8％縮小するとの予測だ。

世界で初めて自動車の量産を始めた米国、

品質管理と生産性向上を成功させた日本に続

いて、欧州の自動車メーカーが注目される時

代がやって来たようだ。プジョー部門の税引

前利益率は4.6％、ルノーは6.3％で、ポルシ

ェ（Porsche）に至っては11.9％の高収益率

を誇る。欧州のメーカーは、メルセデス、ポ

ルシェ、BMWなどに見られる高品質・高性

能の高級車メーカーと、VW、プジョー、ル

ノーなど大衆車が中心のメーカーとに分かれ

るが、いずれも好収益を上げている。

（2）PSA、独自路線で業績好転

PSAの世界市場での販売台数は、2000年は

11.8％増の282万台で、目標の270万台を大き

く上回った。プジョー・ブランドの車が167

万台（10.7％増）で、シトロエンが114万台

（13.4％増）だ。４年連続のPSAの躍進は、

プジョー（Pegeout）の小型車206や高級車

607、シトロエン（Citroen）のエックスサラ

（Xsara）などの人気のおかげだ。

ガソリン価格が高騰する中で、低燃費のデ

ィーゼル車が良く売れた。PSAが生産する乗

用車に占めるディーゼルエンジン車の比率

は、現在48％だが、50％を超える日も間近い。

売り上げの約４割を占めるシトロエン・ブラ

ンドの車は、縮小気味の西欧市場でも、登録

台数を8.5％も伸ばしている。同ブランドの

「ベルリンゴ（Berlingo）」は、ディーゼルエ

ンジンの生産が間に合わないほどだった。

PSAの全世界での車の売り上げは、過去最

高の37億5,000万ユーロ（14.4％増）で、部品

の販売や金融事業などを含めた総売上は

16.9％増の44億1,800万ユーロ、純利益は80％

増の13億1,200万ユーロだった。97年にPSA

社長に就任したジャン・マルタン・フォルツ

氏は、当時欧州の主要市場でジリ貧状態だっ

たPSAを立て直し、ほかの企業が資本参加や

買収で規模を拡大している間に、自力で成長

力回復に成功した。

プジョーとシトロエンを合わせて2000年に

は西欧で193万台、全世界では280万台を販売

したPSAは、欧州ではVWグループ、ルノ

ー・日産グループに次いで第３位のメーカー

だ。２位との差はわずかに２万台。フォード

やGMが欧州の生産設備の過剰に悩んでいる

のに対し、PSAの工場の稼働率は平均で

101％、スペイン工場では130％、英国やポル

トガルの工場では140％を超えている。

（3）シトロエンのイメージ変更が課題

PSAはクラシックな高級イメージのプジョ

ーと、前衛的なイメージのシトロエンをうま

く使い分けて、ブランドの浸透を図ってきた。

今後の課題はシトロエンのイメージチェンジ

である。ディーゼルブームに乗って人気のシ

トロエン「ベルリンゴ」は、小型配送車とし

てのイメージが強すぎるため、セダンとして

のシトロエン・ブランドの再確立が急務だ。

2001年３月に発売された中型車「シトロエ

ンＣ５」の貢献が期待されている。シトロエ

ンにしては保守的なデザインのＣ５は、発売

初年に全世界で13万台、2002年には22万台の

販売を目指している。2002年には斬新なデザ
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インの小型車「Ｃ３」、2004年には高級車

「Ｃ６」を発売する予定だ。これらの新車は

特に、欧州最大のドイツ市場を狙って開発し

ており、ドイツでのPSAのシェアを現在の

4.5％から6.5％に拡大することを目標にして

いる。

プジョーはVW「ゴルフ」の対抗車として、

コンパクトクラスの新車「307」を投入、初

年度の2001年に全世界で30万台、2002年には

55万台という高い目標を設定している。年末

には新しいミニバンも登場する予定だ。2001

年から2004年にかけて、24車種の新型車（バ

ージョンアップやマイナーチェンジを除く）

の発売を予定しており、車種の数は37となる。

全世界での販売に占める発売後４年以内の車

種の割合は、2000年の4.3％から2004年には

56％に上昇する見込みだ。現在は７種のプラ

ットフォームが使われているが、新車種はす

べて新しい３種のプラットフォーム上で生産

し、この３種のプラットフォーム上で生産さ

れる車の割合は2001年の50％から、2004年に

は85％になる。

全世界での販売目標は、2001年は300万台

のライン突破、2004年は350万台だ。PSAは

これを合併や戦略的提携によらず、独自に達

成する方針である。企業買収によってグロー

バル化を目指すルノーなどとは、異なる戦略

を取っている。高馬力のハイエンド・カーや

モータースポーツには目もくれず、世界最大

の北米市場の早期進出にも関心を示さない

PSAは、市場では中・東欧も含めた欧州と南

米に、車種では中小型車とディーゼルに高い

優先順位を置いて、「もうかる企業」を目指

している。

（4）ディーゼルの排ガス対策で強み

燃費が良いために欧州で人気の高いディー

ゼルエンジンは、発がん性のすすを排出する

ことが最大の欠点だった。ディーゼル車の排

気は、ガソリン車の廃棄より10倍も高い発が

ん性を持つ。PSAは、このすすをほぼ完全に

取り除く技術の開発に、世界で初めて成功し

た。FAP（Filtre a particules）と呼ばれる

この技術は、シリコンカーバイドのフィルタ

ーエレメントと直噴燃料の電子コントロール

（コモンレール）、そして燃料に混入される添

加物（Eolys）を組み合わせたものだ。

PSAはこれを607HDi型ディーゼルエンジ

ンに利用して、プジョーの高級車607に搭載

した。ドイツで行われた排気ガス試験では、

１キロ走行当たりの排気に含まれるすすの重

量は0.000238グラムだった。2005年から適用

される予定のEuro４基準（0.025グラム以下）

のほぼ100分の１に相当する。すすの粒子の

数も、ほかの最新型ディーゼル社の6,000分

の１に減っている。PSAはFAP使用のHDi型

エンジン搭載車を徐々に増やす予定だ。

（5）ルノー、南米・トルコで販売拡大

ルノーは2000年に、過去最高の235万台の

乗用車や軽トラックを全世界で販売した。し

かしこれは2.6％の増加にすぎない。地元の

欧州で人気のディーゼル車の生産が間に合わ

なかったことで、販売が不振だったためだ。

しかし、欧州以外でのルノー車の販売は23％

拡大しており、特に自社工場を持つ南米（ア

ルゼンチンとブラジル）やトルコの市場で販

売が伸びた。

世界全体での販売台数の伸びは小さかった

にもかかわらず、売り上げは5.6％増の402億

ユーロに達した。しかし、14％増加した新車

開発費や、傘下の三星自動車（韓国）とダチ

ア（Dacia、ルーマニア）での資金需要、欧

州でのディーラー網整理などのため、経常利

益は11％減少して16億ユーロとなっている。

これに対して、純利益は前年の５億3,400万

ユーロから10億8,000万ユーロに倍増した。

前年は高額の早期退職引当金が計上され、傘

下の日産自動車の赤字なども純利益に影響し

た。しかし、2000年は日産も黒字化して、不
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安要因はなくなった。2001年は新型「ラグナ」、

新型「クリオ」、新たなミニバン「アヴァン

タイム」、そして高級車「ヴェル・サティス」

など、続々と新しいモデルを投入、ディーゼ

ル車の生産能力も拡大されるため、156万台

に落ちた西欧市場でもシェアを回復して、

170万台の販売を達成できると見込んでいる。

（6）2010年までに800万台体制目指す

日産との提携によるコスト削減は、５年間

で10億ユーロと見込まれている。このうち２

億3,000万ユーロが、７カ国にわたる流通組織

の再編によるものだ。欧州では従来の日産の

流通ルートの人員を1,500人から660人に整理

する。ルノーの欧州内ディーラー網も再編成

を進めており、3,000社あったディーラーを

800社程度に整理することになっている。こう

した流通組織の簡素化によって、納期は現在

の６週間から2001年末には15日に短縮する。

2001年４月には、両者共同の資材購入会社

をパリに設立、年末までには両者の部品や資

材調達の30％を新会社経由に切り替える。長

期的には共同調達の比率を70％にまで引き上

げる予定だ。ルノーは2001年にメキシコ、オ

ーストラリア、台湾の３カ国・地域の市場に

初進出するが、いずれも日産の流通ルートを

利用する。メキシコでは、日産の工場でルノ

ー車を生産することが決まっており、年間８

万台を販売して約８％のシェア獲得を目指し

ている。ルノー車の売り上げのうち、非欧州

諸国での売上比率は、2000年には18％だった

が、2001年には22％に上昇するとルノーでは

予測している。しかし、米国市場への進出は

今のところ、予定していない。

ドイツの経済誌ヴィルトシャフツ・ボッヒ

ェ（Wirtschafts Woche）３月８日付による

と、2000年11月、日産社長のカルロス・ゴー

ン氏が極秘裏に、ルノーの新型高級車「ヴェ

ル・サティス」の試作車６台を米国に持ち込

み、日産インフィニティの米国ディーラー網

での販売が可能かどうか反応を試した。しか

し、ルノーのブランドが全く浸透していない

米国での結果は悲惨なもので、ルノーは米国

市場進出を断念し、高級車への進出ターゲッ

トをとりあえず欧州市場に限定することにな

った。

ドイツ勢が攻めまくる高級中型車市場で

は、ルノーは「サフラン」がフランス市場で

30％のシェアを持つだけで、西欧市場全体で

のシェアは1.9％に過ぎなかった。新車種の

アヴァンタイムとヴァンタイムとヴェル・サ

ティスで、ルノーは2002年にはこのクラスで

の西欧マーケットのシェアを８％に上げたい

考えだ。斬新なデザインのアヴァンタイムは、

今後５年間に全世界で10万台、ヴェル・サテ

ィスは30万台を販売する目標を設定してい

る。2003年からは、GMと共同開発した小型

バン「トラフィック」を、日産のスペイン工

場で年間６万4,000台の規模で生産すること

が決まっている。再建中の韓国の三星自動車

やルーマニアのダチアも含めて、2010年には

全世界で800万台体制を目指している。

２．GMとの提携メリット追求するフ
ィアット

赤字が続いたフィアットの自動車部門は

2000年、黒字転換した。同社は現在、資本参

加を受けたGMと、経営の効率化を進めてい

る。2000年７月にはエンジン生産の合弁会社、

資材調達の合弁会社をそれぞれ設立した。部

品の共通化を進め、提携メリットを追求する。

VWの2000年の業績は売り上げ、利益ともに

過去最高を記録した。米国での販売増と部品

調達コストの削減が奏功した。

（1）フィアット、GMグループで共同部品調

達

フィアットは2000年３月、自動車部門の株

式の20％をGMの株式の5.7％と交換した。こ

の資本提携により、フィアットの自動車部門
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はGMの傘下に入った。GMの欧州事業とフ

ィアットの自動車部門で、大幅な組織変更が

行われ、同年７月には両者は資材のグローバ

ル調達とエンジン生産の２つの合弁会社を設

立した。この２つの事業によるコスト削減効

果は2001年には５億ユーロ、３年後には13億

ユーロ、2005年からは年間20億ユーロと弾き

出されている。

グローバル調達の合弁会社はGMフィアッ

ト・ワールドワイド・パーチェシング（GM

Fiat Worldwide Purchasing）で、欧州GM

とフィアットから、それぞれ５人が取締役に

就任した。本社はドイツのリュッセルスハイ

ムにある欧州GMの中核企業、オペル（Opel）

本社内に置いている。これまで両社の各工場

で、調達を担当していた社員は、この本社の

指揮下に組織され、合計2,200人が新会社に

移籍した。各地の事業所の購買部は新会社の

地域事務所となり、ブランドや車種の壁を超

えた部品や資材の調達を行っている。新会社

はオペルとフィアット、および両者の合弁会

社、パワートレイン（Powertrain）を顧客と

する調達会社となった。オペルの資材購入は、

100％この合弁会社を通して行われているが、

農業機械やロボットなど、自動車以外の部門

も抱えるフィアットの資材購入に関しては、

鋼材などフィアットグループ本社が行ってい

るものは除かれている。

新しい合弁会社では、年間約330億ユーロ

の資材や部品を調達、この約半分がフィアッ

ト向けである。フィアットの調達はこれまで、

主にイタリア国内で行っていたが、調達業務

を新会社に移管することによって、オペルの

グローバル調達の組織と経験が利用できるよ

うになった。米国ビッグ３が進めている共同

オンライン調達システム「コビシント」にも

参加する予定だ。将来オペル（ヴォクスホー

ル：Vauxhallも含む）とフィアット（ランチ

ア：Lancia、アルファロメオ：ArfaRomeo

を含む）の共通部品が増えれば、共同調達の

重要性とメリットは、ますます高まることに

なる。

（2）グループ内生産一本化でスケールメリッ

ト生かす

もう一つの合弁会社パワートレインは、フ

ィアット本社のあるトリノに設立され、同社

のエンジンとトランスミッションの工場がこ

の合弁会社の管理下に置かれた。GM、オペ

ル、ヴォクスホール、サーブに勤める欧州と

南米の社員のうち１万3,000人と、フィアッ

トの社員のうち１万4,000人が、この合弁会

社に移籍した。世界最大のエンジン・トラン

スミッションのメーカーとなり、その生産台

数は500万台を超える（2001年計画）。スケー

ルメリットを生かす余地は大きく、現在20余

りのプロジェクトが検討されている。

その１つが、現在フィアットが８種類、オ

ペルが６種類生産しているガソリンエンジン

を、将来は８種類に統合する構想だ。ディー

ゼルエンジンも、現在は両社が３種類ずつ製

造しているが、より進んだフィアットのディ

ーゼル技術を使った共通のエンジンを、両方

の車種に搭載することができる。燃料電池や

ナビゲーションシステムなどでは、GMの進

んだ技術が利用可能だ。プラットフォームを

４種類にまとめる構想もある。エンジンとト

ランスミッションに関しては、将来はGMと

フィアットの区別なく、すべてパワートレイ

ン製のものとなる予定だ。

現在、オペル、フィアット、ランチア、ア

ルファロメオ、サーブなどのブランド別に車

種の製品サイクルが異なるが、エンジンやト

ランスミッションの生産を一本化すること

で、工場の稼働率を平均化することも合弁会

社設立の狙いの一つになっている。

98年と99年に１億ユーロ以上の赤字を出し

たフィアットの自動車部門は、2000年には

4,400万ユーロを稼ぎ出し、ようやく黒字転

換した。これはイタリア国内の新車販売台数
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（242万台）の寄与するところが大きい。新車

への買い替えに、政府が補助金を出した97年

の新車登録記録を上回る販売数だった。フィ

アット・グループはイタリア市場で販売台数

を2.6％伸ばしている。これはグループ全体

の生産台数（250万台）の約３分の１に相当

する。

（3）VW、2000年の純利益は過去最高を記録

VWが2001年２月末に一部公表した同グル

ープの業績をみると、2000年の売り上げと利

益はいずれも、過去最高となっている。西欧

市場では販売台数が減ったものの、世界市場

での販売台数は初めて500万台を突破して、

506万2,000台を記録した。これは前年比3.9％

増である。世界市場でのシェアは12.2％とな

り、0.2ポイント増加した。

北米での販売台数は18％増、アジア地域で

は10％増と、いずれも２ケタ台の伸びを示し

た。北米では特にアウディ(Audi)が検討して

いる。グループの売り上げは13.8％増の856

億ユーロ、営業利益は65.7％増の42億ユーロ

となった。米国を中心とした販売の伸びのほ

か、部品調達コストの削減が利益の拡大に貢

献した。廃車リサイクルのために７億ユーロ

の引当金を計上したが、純利益は前年の2.4

倍の20億6,000万ユーロとなり、過去最高を

記録した。2007年から実施されるEUの廃車

リサイクルに７億ユーロもの引当金を計上し

たのは、2000年の業績を抑えて、2001年の業

績をはなばなしいものにするための操作、と

アナリストはみている。１年後に社長を退く

ことになっているフェルディナンド・ピエッ

ヒ氏の最後の花道を飾るためというわけだ。

VWが目標とする売上利益率6.5％は、米国

式の会計基準では、実は既に到達していると

の憶測もある。しかしそれが事実だとしても、

公表されるのはおそらく１年後で今回は99年

の3.36％から4.89％に上昇したとされた。

（4）ピエッヒ社長の降任人事も注目点

2002年４月、ピエッヒ社長は65歳の誕生日

を迎え、監査役会長に退くことになっている。

後継社長として取りざたされているのは、

2000年夏にBMW社長の座を追われ、間もな

くVWの取締役兼セアト（Seat）社長に移籍

したベルント・ピシェッツリーダー氏。ピエ

ッヒ氏と同じくオーストリア出身で、ブラジ

ルVW社長のヘルベルト・デメル氏や、ポル

シェ社長のヴェンデリン・ヴィーデキング氏

も社長候補とうわさされている。

ピエッヒ社長は、自分が監査役会長に退い

た後も御しやすい、コンセンス型経営者のピ

シェッツリーダー氏を後継社長に推してい

る。ピシェッツリーダー氏は、自分がBMW

を追い出された直後に、VW取締役として登

用してくれたピエッヒ社長に恩義を感じてい

るはずである。また、VWで伝統的に強い力

を持つ労働組合も、対話路線を好むピシェッ

ツリーダー氏の次期社長就任を歓迎するとみ

られている。

しかし、VWの株主、特に株の18.6％を所

有するニーダーザクセン州は、ピシェッツリ

ーダー氏の社長就任に難色を示しているよう

だ。ガブリエル州首相の姿勢は、州内の雇用

を是が非でも守ろうというものではない。む

しろグローバルな国際競争に勝ち抜いて、高

い利益率を長期的に維持する企業が州内に存

在することを重視している。目標の売り上げ

利益率6.5％を実際に達成・維持するために

は、強い社長が必要とされる。労働組合に妥

協をするような社長は歓迎されない。このた

め、ガブリエル首相はヴィーデキング氏を推

している。

傾いていたポルシェの経営を短期で立て直

し、高コストのドイツでも、高い利益率での

自動車生産が可能であることを証明したヴィ

ーデキング氏なら、VWを生産性の高い自動

車メーカーにし、グローバル競争を勝ち抜い

てくれるはずとの読みである。ポルシェと言
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う中堅企業を10年間経営して、成功に導いた

後に、ドイツを代表する企業でもあり、名実

ともにグローバル企業となったVWの社長に

就任することは、ヴィーデキング氏にとって

も大きな魅力に違いない。しかし、次々と成

功を重ねているポルシェの社長として、ポル

シェ家から最高の条件と最大限の信頼を得

て、一切の決定を任されているヴィーデキン

グ氏が、2002年９月末の契約期限後に、報酬

が現在の３分の１に減るVW社長の座につく

意思があるかどうかは不明だ。

ポルシェの場合と異なり、VWの経営では

株主や監査役会、州政府など、各方面の意向

を十分に考慮しなければならない。雇用を維

持するために取り決めたVW労働組合との合

意も、社長が変わったからといって破棄する

ことは不可能だ。ヴィーデキング氏がナンセ

ンスと評しているVWの高級車進出計画（ブ

ガッティ、ベントレー、ランボルギーニ）も、

ピエッヒ氏が監査役会を支配している限り、

撤回は難しい。量の拡大よりも利益を重視す

るヴィーデキング氏に、VWの体質が合うか

どうかも疑問だ。同氏がVW社長に就任すれ

ば、多くの摩擦が予想される。

３．新デザイン車の投入進めるBMW

BMWの売上高は2000年、前年に比べ減少

したが、税引前利益と純利益はともに過去最

高を記録した。英ローバーの事業を分離売却

し、身軽になったことが影響している。中型

車・高級プレミアム車が中心の同社は今後、

小型モデル、オフロード車などの新デザイン

車を投入していく。

欧州で新車のインターネット販売は普及し

ていない。販売全体におけるインターネット

利用の比率は、最も進んだドイツでも0.7％

にとどまる。ただ、オペル、BMWなどのメ

ーカーは、ネット上の販売を試験的に行って

いる。

（1）BMW、「ミニ」以外のローバーブラン

ド・生産設備を売却

BMWは94年に買収した子会社ローバーに

50億ポンドの資金を投入して経営の立て直し

を試みていたが、ポンド高を背景に拡大する

赤字のために、ついに再建をあきらめ、2000

年春から夏にかけて、ローバーの事業を分離

売却した。わずか10ポンドでローバー・ブラ

ンドの事業と生産設備をフェニックス・グル

ープに譲り渡し、ランドローバーは31億ユー

ロでフォードに売却した。ローバー傘下のブ

ランドは「ミニ」だけをBMWの傘下に残した。

バーミンガム近郊、ロングブリッジのロー

バー本社工場にあった「ミニ」の一部製造設

備は、100キロ離れたオックスフォード工場

に移転し、オックスフォード工場内に建設中

だった「ローバー75」の生産ラインは逆に、

ロングブリッジに運ばれた。この引っ越しに、

BMWは4,500万ポンドをかけている。

ローバーは社名をMGローバーと変え、

5,500人の社員で再スタートした。BMWの設

計によるローバー75は、2001年１月にMGロ

ーバーから発売された。BMWはローバーを

分離独立させる際に、５億ポンドを無利子で

MGローバーに融資している。利益が出たら

その４分の１を返済に充てるという条件だ

が、年間返済額の上限は2,500万ポンドで、

完済の期限は50年も先である。

ローバーを切り離すことで身軽になった

BMWは、2000年に全世界で83万台（BMW

とミニの合計）を販売した。これは前年比

8.8％の伸びだ（99年は76万3,000台、ローバ

ーとランドローバーを加えると120万台）。売

り上げは325億ユーロとなる見込みで、ロー

バーとランドローバーを含む99年の売り上げ

344億ユーロより下がるものの、約20億ユー

ロの税引前利益や10億ユーロに達した純利益

は、いずれも過去最高の97年を上回る。

アジア地域では販売台数を16.3％伸ばし、

５万8,000台を超えた。このうち、ほぼ３分
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の２が日本で販売されている。しかし日本で

の販売台数の伸びは2.4％で、増加分のほと

んどは中国、タイ、インドネシアなどでの市

場の拡大による。特に今後は中国で、急速な

市場拡大の可能性があるとみたBMWは、同

国の高い輸入障壁を回避するために、中国の

小型バスメーカー、ブリリアンス自動車

（Brilliance China Automotive）との合弁会

社を遼寧省瀋陽に設立し、３シリーズの乗用

車を現地生産する交渉を進めている。しかし、

中国政府から要求されている生産量は年間12

万台なのに対して、BMWは８万から10万台

以内を考えている。現在タイにある組み立て

工場でも、2000年は2,400台しか生産してお

らず、生産能力の４分の１も使っていない。

BMWは大衆車のローバーを切り離した

後、スケールメリットを追わない「プレミア

ム・ブランド」戦略に切り替えた。ミニも従

来は個性派の車だが、BMWの設計による新

型ミニは「小型プレミアム車」という位置付

けで、BMWの「中型および高級プレミアム

車」のラインアップを補完することになって

いる。BMWブランドの車では、ミニと３シ

リーズの間に１シリーズが2004年に加わり、

５シリーズと７シリーズの間にスポーツクー

ペの６シリーズが2006年に登場する。さらに

ロールスロイスのブランド権が、2002年末に

VWからBMWの手に移るため、BMWでは同

ブランドの車を最高級車として2003年から、

BMWブランドの上に加える計画だ。年間生

産台数は1,000台の予定である。

（2）新モデル向けの新工場設立を画策

１月のデトロイト・ショーではミニ、７シ

リーズなどの新デザインを発表しているが、

各シリーズの中でも新しいモデルが増える予

定だ。オフロード社のラインアップ、ニッチ

モデルの投入、ミニのディーゼル車の開発な

どが計画中である。目標は2002年までに年間

生産100万台を突破し、2005年には130万台を

達成することだ。３シリーズ、５シリーズ、

７シリーズが合わせて90万台、新しい１シリ

ーズが20万台、新型ミニが12万台、オフロー

ド車ではＸ５に居住性を高めたＸ３が加わっ

て10万台の規模に拡大する。

現在、これらの新モデルや、エンジンなど

の製造立地を検討中だ。これまでもっぱら３

シリーズを組み立てていたレーゲンスブルク

工場では、2004年から１シリーズの生産を始

める予定で、生産能力の拡大が必要な３シリ

ーズの工場立地のために、多くの候補地が調

査検討されている。地理的に近いチェコも有

力候補地だが、経済再建が遅れている東部ド

イツに工場を新設するよう、シュレーダー首

相がBMWを説得しているといわれている。

BMWは既に、英国工場に2001年と2002年の

２年間で、10億ポンドの投資を行うことを発

表している。英国での生産が決まっている新

型ミニとロールスロイスのほか、年間40万台

のエンジンを英国で生産、世界各地のBMW

工場に運ばれることになる。

（3）新車のネット販売には慎重

中古車のインターネット販売が増えている

のに比べ、新車のインターネット販売は、欧

州では今のところ進んでいない。ダイムラー

クライスラーが「スマート」の販売を99年末

からインターネット上で行っていた程度だ。

ただし、これは代理店を通した定価販売であ

る。オペルもカーナビゲーション装置を標準

装備した特殊仕様のモデル ｢Corsa Webc

＠r｣ に限って、99年４月からネット販売し

てきた。この場合も、消費者からの発注は、

電子メールで最寄りの代理店に送られてい

る。キャップ・ジェミニ・アーンスト・アン

ド・ヤング（Cap Gemini Ernst & Young）

社の調査結果では、2000年の欧州の自動車販

売におけるインターネット利用は表のように

小さな数字にとどまっている。一番多いドイ

ツでも米国の半分以下だ。
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オペルは2001年３月10日から７月末まで、

期間を限ってインターネット上での４車種の

試験販売を始めた。「Webk＠uf」と名付けた

このキャンペーンには、ドイツ国内の875の

オペルディーラーが参加している。オンライ

ン・コンフィギュレーション（仕様の選択・

決定）によって、オペルのホームページ上で、

車種やタイプ、仕様、色、エンジン、内装、

オプション装備などを選択していくと、最初

に表示された標準金額が、選択のつど変更さ

れて、希望仕様の価格が表示される。

試験販売中は一律に８％の割引価格も適用

する。中古車の下取価格も計算されるので、

消費者は予算に合わせながら、自分の好みの

車を仕立て上げることができる。最後に住所、

氏名、支払方法などを記入してボタンをクリ

ックすれば、最寄りのディーラーにこの仕様

書が届く仕組みだ。しかしこれは、正式なオ

ンライン発注ではない。ディーラーには問い

合わせのかたちで情報が送られ、正式の見積

り書類がディーラーによって作成される。消

費者がこれに署名することによって、初めて

正式の発注となる。しかし、この試験販売の

ために特別に部品在庫を用意し、注文どおり

の使用の車が即座に生産ラインに乗せられる

ようにしている。このため納期は大幅に短縮

される。

上記のようなインターネット上での使用選

択は、既に多くの自動車メーカーが実施して

いるが、これを発注に結び付けているところ

は少ない。BMWの場合も、消費者は直接、

インターネット上で車の使用を選択・決定で

きるが、オンライン発注はできない。BMW

はインターネット上ではなく、ディーラーの

店舗内でのオンライン発注システムを構築し

ている。欧州内の2,500のディーラーすべて

が、ミュンヘンの本社とオンラインで結ばれ

ており、販売員は消費者の希望を聞きながら

端末にデータを入力すると、希望の使用が可

能かどうかが即座にチェックできる。また価

格や納期も即座に表示されるので、消費者が

発注を早期決断するのに役立つ。

現在、一部の人気車種を除くと、通常は20

日程度の納期に短縮されている。BMWはこ

の納期を、2002年末までに10日に短縮する目

標を掲げている。消費者の希望仕様情報は即

座に部品メーカーにまで伝達され、部品メー

カーは折り返し指定の色や仕様の部材や部品

の納期情報を送り返す。発注が確定すると即

座に、部品メーカーでの生産が始まる。

BMWではこうした一連のサプライ・チェー

ン・マネージメント（SCM）を、情報技術

（IT）技術専門の子会社ソフトラブ（Softlab）

を設立して構築している。

2000年末には、電子商取引専門のコンサル

ティング会社ネクソラブ（Nexolab）も設立、

部品メーカーや運送会社の取り込みを図って

いる。現在欧州で人気の車種は、消費者の発

注から納車まで１カ月から２カ月かかること

もある。この短縮を図っているのはBMWば

かりではない。ルノーは納期を15日に短縮す

る目標を設定している。欧州自動車流通市場

でのインターネットの活用は、新たな流通経

路の開拓ではなく、納期短縮に主眼を置いて

進められている。

0.1�
0.7�
0.1�
0.3�
1.6

新車販売のインターネット利用率�

（単位：％）�

出所：キャップ・ジェミニ・アーンスト・アンド・ヤング�

英 国 �
ド イ ツ �
フ ラ ン ス �
イ タ リ ア �
米 国 �



JETRO ユーロトレンド　2001.7214

12

携帯電話市場は2001年も堅調
デュッセルドルフ・センター

米国で急減速する携帯電話市場も、欧州で

は依然堅調との見方がある。欧州の携帯電話

メーカーをみると、米国での売り上げが高く

市場縮小で影響を受けるノキア、生産部門を

外部委託し開発と販売に注力するエリクソン

などの動きがある。独シーメンスは2001年に

地上設備を含む情報通信機器部門の売り上げ

を前年比で30～50％増加する見込みだ。

欧州では近年、電機メーカーのビジネスに

影響を及ぼす制度の変化が起こっている。例

えば、電気・エレクトロニクス製品の回収・

再利用を規定するEU指令が2001年中に発効

する見込みだ。また、デジタル著作権に関す

る取り決めも進んでいる。欧州のエレクトロ

ニクス産業の現状と見通しを以下に報告す

る。

１．「選択と集中」進める欧州電機メ
ーカー

欧州の通信機器メーカーが健闘している。

同分野の世界上位８社のうち、半分は欧州企

業だ。爆発的に拡大を続けた携帯電話市場は

2001年に入り、成長が不安視されている。ノ

キアやエリクソンなどが相次いで業績見通し

を下方修正したからである。ただ縮小が懸念

されるのは米国市場だけで、欧州の携帯電話

市場は2001年も堅調に拡大するとみられてい

る。

（1）欧州企業、通信機器で健闘

世界の電機・エレクトロニクスメーカーの

売り上げトップ企業10社は、米国と日本がほ

ぼ独占している。欧州企業ではドイツのシー

メンス（Siemens）がただ１社、４位に入っ

ているだけだ。欧州２位のオランダのフィリ

ップス（Philips）は、世界ランキング12位を

米国のモトローラ（Motorola）と争っている

が、モトローラが通信技術と半導体に特化し

ているのに対して、フィリップスは７つの事

業分野を持つ総合電機メーカーだ。

シーメンスとフィリップスを除くと、欧州

には総合電機メーカーとして電機とエレクト

ロニクスの両方にわたる幅広い分野で事業展

開する大企業はない。過去にそのような形態

を目指した企業も、現在ではすべて特定分野

に特化している。表１は欧州の電機・エレク

１ シーメンス�

２ フィリップス�

３ エリクソン�

４ ABB�

５ アルカテル�

６ ノキア�

７ BAEシステム�

８ エレクトロラックス�

９ マルコーニ�

10 シュナイダー�

総　合�

総　合�

通　信�

重　電�

通　信�

通　信�

軍　事�

家　電�

通　信�

設　備�

68,582�

31,459�

25,229�

24,686�

23,023�

19,772�

14,448�

14,002�

9,262�

8,378

1,864�

1,799�

1,421�

1,614�

644�

2,656�

531�

489�

850�

481

（単位：100万ユーロ）�

表１　欧州の電気・エレクトロニクスメーカーの収益（99年）�

分　野� 利　益�売り上げ�

出所：メトロポリタンフェアラーク�
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トロニクスメーカーの売り上げランキングだ

が、総合電機メーカー以外で電子製品を扱う

のはすべて、通信機器メーカーだ。アルカテ

ル（Alcatel）やマルコーニ（Marconi）など、

いずれもほかの部門を分離し、内外の通信機

器メーカーを買収して、グローバル展開して

いる。

表１にはコンピュータや事務機器、音響映

像機器のメーカーは登場しない。コンピュー

タメーカーとしては、日、米、仏の企業が所

有するフランスのブル（Bull）や、富士通と

シーメンスのドイツでの合弁会社、富士通シ

ーメンスがあるが、売り上げ規模は前者が32

億ユーロ、後者が34億ユーロ（いずれも2000

年）で、米コンパック（Compaq）と比べる

と10分の１である。音響映像家電メーカーで

はフランスのトムソン・マルチメディア

（Thomson Multimedia）が91億ユーロ（99年

は67億ユーロ）で、ソニーの10分の１の規模、

ドイツのグルンディヒ（Grundig）は14億ユ

ーロでさらに規模は小さい。

しかし通信機器業界では、世界のトップ８

社のうち、半分が欧州のメーカーだ（表２）。

中小メーカーの多くは特定分野に特化して、

大企業の傘下に入っている。ドイツのクヴァ

ンテ（Quante）やクローネ（Krone）は、も

ともと電話機メーカーだったが、現在では両

社ともネットワーク機器の専門メーカーとし

て、米国企業の子会社になっている。いずれ

も売り上げが３億5,000万ユーロ程度と米ルー

セント・テクノロジー（Lucent Technologies）

の100分の１の規模だが、大企業の傘下でルー

セントと世界市場で互角に競っている。

（2）欧州市場は堅調だが、2001年の業績は

下方修正

2000年末まで破竹の勢いで伸びていた携帯

電話市場は、2001年に入ると警鐘が鳴り始め

た。まず、トップを走るフィンランドのノキ

ア（Nokia）が１月末、第１四半期の悲観的

な見通しを発表した。当初、前年同期比25～

30％の売り上げ増を予想していたが、20％増

程度にとどまる見込みだ。主力部門の端末事

業だけでは15～20％増と予想している。

世界３位のエリクソン（Ericsson）は、既

に2000年の決算で、携帯電話端末部門で18億

3,000万ユーロの赤字を計上している。2001

年第１四半期も５億ユーロ近い赤字の見通

し。世界２位のモトローラも業績予想を下方

修正して、１～３月期の営業損益が赤字にな

ることもあり得ると発表した。

フランスのアルカテルも、2001年第１四半

期は、携帯電話端末（同社の売り上げの約

７％を占める）の販売数は前年同期比で減少

１ エリクソン�

２ ノーテルネットワークス�

３ ノキア�

４ ルーセント・テクノロジー�

５ シスコ・システムズ�

６ シーメンス�

７ モトローラ�

８ アルカテル�

25.7�

21.3�

20.1�

33.8�

15.0�

20.0�

19.7�

17.1

31.3�

30.3�

27.2�

25.8�

23.9�

22.8�

22.8�

21.6

34.9�

42.2�

57.0�

△23.5�

59.3�

32.5�

15.3�

46.8

（単位：10億ドル、％）�

（注）伸び率は現地通貨によるもの。�

出所：ガートナーグループ�

表２　世界の通信機器メーカー売り上げランキング�

99年� 伸び率�2000年�



する見込みと発表した。年初まで５億5,000

万台とみられていた2001年の世界の携帯電話

予想販売台数は、１カ月もたたないうちに５

億台、そして４億5,000万台へと縮小した。

しかし市場の縮小が鮮明になっているの

は、今のところ米国だけである。ドイツの市

場調査会社ＧｆＫは、ドイツ、英国、フラン

ス、イタリア、スペインの主要５カ国の携帯

電話市場は、2001年は12～15％の成長を、西

欧全体では16％の成長を予測している。米系

調査会社のフロスト＆サリバンも、欧州の携

帯電話の市場は99年の237億ドルから2006年

には488億ドルに拡大すると予想する。特に

2002年のスタートを目指している次世代携帯

電話が、大きな市場拡大要因になると期待さ

れ、既に地上基地設備の受注競争が始まって

いる。

（3）ノキア：米国市場縮小が痛手

世界市場のほぼ３分の１を握るノキアは、

2000年決算では税引き前利益を前年比57％も

増大させ、49億ユーロを達成した（表３参照）。

しかし、売り上げの70％を携帯電話端末に頼

っているノキアにとって、最大市場である米

国市場の頭打ちは、他社以上に打撃となる。

米国市場の減速に加え、欧州での携帯電話用

高速情報通信技術（ＧＰＲＳ）携帯電話の発

売の遅れも、同社の売り上げ拡大の足かせに

なっている。

（4）エリクソン：生産外注し開発・デザイン

に注力

エリクソンは携帯電話端末部門の生産事業

のすべてを、2001年４月１日付でシンガポー

ルのフレクストロニクス社（Flextronics）

に売り渡した。生産は同社に委託して、エリ

クソンは開発とデザイン、販売に専念するこ

とになった。社員も4,200人がフレクストロ

ニクス社に移籍した。同社は典型的なＥＭＳ

（電子機器の受託生産事業）企業で、エリク

ソンの競争相手のシーメンスやモトローラも

顧客である。モトローラは同社に１億ドルの

資本参加を行っている。

エリクソンは企業向けの通信機器販売事業

を、エンタープライズ・ソリューション

（Enterprise Solutions）として別会社に組織

し、４月にその株式の80％を英国の投資会社

アパックス（Apax Partners）に４億8,000万

ドルで売却した。社員数を１万6,800人から

7,000人に減らして身軽になるエリクソンは、

９億ユーロを開発やデザインに投資、イメー

ジの刷新を図る計画だ。これまで携帯電話端

末の赤字は、ほかの部門の黒字で補われてい

た。特にエリクソンは地上基地設備では世界

のトップで、これが同社のドル箱だ。欧州の

次世代携帯電話サービス提供企業は75社だ

が、このうち既に33社が地上基地設備の発注

を始めており、エリクソンはこの受注競争で

トップを走っている。

（5）シーメンス：携帯電話部門の成長に自信

2001年３月にニューヨーク証券取引所に上

場したドイツのシーメンスは、総売上が784

億ユーロで、欧州最大の電機メーカーである。

2000年10～12月期には、利益が前年同期比

32％増加した。同社最大の部門が、売上が

204億ユーロの通信機器部門である。この部

門で同社は欧州３位、世界６位である。携帯

電話端末では現在世界４位だが、製造から撤

退するエリクソンを抜いて、３位の座を獲得
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しそうだ。既に欧州では2000年９～12月期に

930万台を販売して、ノキアに続く第２位に

のし上がった。

これまで携帯電話部門に進出していなかっ

た米国市場で、世界標準のＧＳＭ携帯電話が

始まるため、ＧＳＭを開発した欧州企業にと

っては新たなチャンスとなる。ほかのメーカ

ーが投資を控え始めた中で、シーメンスは半

導体メーカーのインテル（Intel）に大量発注

を行っており、今後３年間で20億ドル以上の

フラッシュメモリーを購入する長期契約を交

わしたと報道されている。これは携帯電話ブ

ームの前年度に、半導体不足のため、計画し

ていた3,000万台に対して2,400万台しか製造

できなかった苦い経験による。

今年度は4,800万台の計画で、今のところ

下方修正はしていない。地上設備を含む移動

情報通信機器部門（ＩＣＭ）全体の売り上げ

は30～50％増を見込んでいる。シーメンスの

携帯電話における社外製造比率は15～20％

で、この比率は大きくは上げない方針だ。

ネットワーク設備でもシーメンスは攻勢に

出ている。ブロードバンド技術の分野での同

社のシェアは４％で、アルカテル、シスコ・

システムズ（Cisco Systems）、ルーセント・

テクノロジーなどに大きく遅れをとってい

る。しかし現在、ＤＳＬ（注）端末で世界市場

の30％を握る米国のエフィシェント・ネット

ワーク社（Efficient Networks）の買収を進

めており、これによってブロードバンド技術

を強化する戦略だ。

２．企業に対応迫る著作権制度と環
境規制

欧州で、エレクトロニクス産業をめぐる

制度に変更がみられる。例えば、ＥＵはデジ

タル著作権に関して、作者に補償を受ける権

利があると認める一方、その補償方法は加盟

各国に一任した。ドイツではパソコンメーカ

ーと著作権協会が、料金の徴収方法で対立し

ている。

環境面では、電気・エレクトロニクス製品

の回収・再利用を規定する「電気・電子機器

廃棄物（ＷＥＥＥ）に関する指令」の制定準

備が進んでいる。同指令が2001年中に発効す

るのはほぼ確実だ。これに対して大企業は、

リサイクルセンターを設立するなど、対策を

進めている。

（1）メーカーと著作権協会が対立

欧州議会は2000年２月半ばに、デジタル著

作権に関する新しい指令を採択した。これに

よると、音楽ＣＤの複製やインターネットか

らの音楽のダウンロードは、私的な用途に限

り、合法とすることを確認した。しかし、ア

ーティストには相応の補償を受け取る権利が

あることも、同時に認めている。どのように

この補償を行うかに関しては、加盟各国の法

規定に任されることになった。

ドイツでは1965年以来、ダビング機能のあ

る音響映像機器について、１台当たり2.50マ

ルクないしは18マルクの一括著作権料を機器

メーカーや輸入業者が著作権協会に支払って

いる。しかし、パソコン周辺機器にはこれま

で、はっきりとした取り決めがなかったため

に、著作権協会と機器メーカーが裁判で争っ

ていた。

2000年11月のシュツットガルト地方裁判所

の調停案では、ＣＤ－Ｒライターを輸入して

いるドイツ・ヒューレット・パッカード（Ｈ

Ｐ：Hewlett Packard）が、98年２月までさ

かのぼって、販売した台数に応じて１台当

たり3.60マルクを、また2000年11月20日以

降に販売するＣＤ－Ｒライターに関しては

（注） 一般回線を用いて高速通信を実現する技術。



１台当たり12マルクの料金を私的コピー権

センター（ZPÜ：Zentralstelle für private

Überspielrechte）に支払うことになっている。

しかしドイツHPは、この調停案に対する異

議申し立て期限の延長を申請した。同社だけ

が支払い義務を負うことに納得がいかないた

めだ。ドイツＨＰとしてはZPÜに、すべての

メーカーを取り込んだ包括契約を結ぶよう求

めている。

また、機械の販売時に一律の料金を徴収す

るのではなく、コピー機能を使った回数に応

じて徴収するシステムを構築すべきだと主張

している。ドイツの著作権協会ではＣＤ－Ｒ

ライターだけでなく、ハードディスクやプリ

ンター、さらにパソコン自体からも著作権の

一括料金を徴収しようという動きがある。

（2）ＷＥＥＥ指令、2001年末までの発効確

実

ＥＵによる「電気・電子機器廃棄物（ＷＥ

ＥＥ）および特定有害物質の使用制限に関す

る欧州議会・理事会指令」の制定準備が進ん

でいる。この指令は古くなった電機・エレク

トロニクス製品の回収と再生・再利用を規定

し、環境破壊の原因となる有害物質の使用を

禁止するものである。機器メーカーに無料で

の回収と、環境に配慮した処理を義務付ける

ことになっている。2000年12月のＥＵ環境相

理事会で、政治的な合意に一歩近づいた。同

理事会では禁止されるべき物質から、液晶デ

ィスプレーやハンダの原料となる鉛など、一

部を除外することになった。2001年末までに

この指令が発効することは、ほぼ確実とみら

れている。ＥＵ指令の加盟各国に対する国内

法制化には、30ヵ月の猶予期間を設ける方向

で検討していると伝えられる。

指令の骨子は次のとおり。

・対象となるのは家電、音響映像機器、情

報技術（ＩＴ）機器、通信機器、照明機

器、電動工具、玩具、電子医療機器、電

子計測制御機器、自動化機器。

・消費者は古くなった機器の無料引き取り

を要求できる。

・販売業者は新製品の販売の際に、同種の

古い製品を引き取る。

・メーカーや輸入業者は、機器の再生・資

源化・処理の費用を負担する。

・回収システムは業界全体のものでも、企

業ごとのものでも構わない。

・発効以前に販売された機器は、すべての

メーカーが協力してその回収・処理に当

たる。

・最低回収量は住民１人当たり４キロ。最

低再生率は機器の種類により50～80％。

・業務用機器には、業者間の個別の取り決

めが認められる。

・2008年からは鉛、水銀、カドミウム、六

価クロム、多臭化ビフェニル（ＰＢＢ）、

多臭化ジフェニルエーテル（ＰＢＤＥ）

の使用が禁止される（例外措置あり）。

対策講じる大手メーカー

ＩＴ機器廃棄物の量は、毎年５～10％増え

ており、電気製品廃棄物に占める比率も約

10％から次第に拡大している。欧州委員会で

は99年のエレクトロニクス機器の廃棄物の量

を約600万トンと推定しているが、これは93

年の数字を基にして、販売数の伸びや製品寿

命の短期化を考慮して算定したものだ。この

うち４分の１から３分の１は、ドイツが出し

ているとされる。

回収・再生処理にかかる費用は、ドイツ電

機工業会（ＺＶＥＩ）の試算ではＥＵ全体で

75億ユーロとされている。しかし欧州委は、

回収の一部は自治体の経費で行われるので、

メーカーが負担するのは半分程度と推定して

いる。

大企業の多くは既に対策を講じている。こ

れはドイツなどで同様の法律が議会で審議さ

れていた経緯があり、また環境を大切にする

企業のイメージが重要視されているためだ。
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改修や処理・再生にかかるコストも比較的よ

く把握されているといわれるが、いずれの企

業もこれを公開していない。

欧州コンパックは10年以上も前から、

｢Return & Invest」というスローガンで、同

社製品を買う顧客から、古くなった機器を残

存価格を支払って引き取っている。このため

オランダに自社の解体センターを持ち、ＥＵ

全域から、古くなったコンパック製品がここ

に集められている。同社は企業ユーザーの

70％が、Return & Investを利用していると

みている。

富士通シーメンスも92年から、自社のリサ

イクルセンターを持ち、年間6,000トンの自

社製品を回収している。壊れていないものは、

中古機器として社内販売や本社周辺のパソコ

ンショップに回し、使える部品は再利用、そ

れができないものは材料の再生に回す。

ＩＢＭは欧州内に４ヵ所の回収センターを

持っている。99年には5,200トン、2000年に

は5,800トン（推定）の機器が回収された。

ＩＢＭは顧客の事務所からの機器の回収も行

う。顧客が支払うのは回収や輸送にかかる費

用だけで、パソコンの場合は約12.5ユーロ、

大型機の場合は約1,100ユーロになる。同社

の場合はコンパックや富士通シーメンスと異

なり、上記のような顧客の事務所からの回収

は製品価格に含まれておらず、別途の契約に

よって行われる。

（3）電子商取引を活用するシーメンス

シーメンスが99年１月に設立した電子商取

引の子会社、ＳＰＬＳ（Siemens Procurement

and Logistics Systems）は、グループ内外の

事業のために買い付け、物流、サプライチェ

ーン・コンサルティングなどのサービスを行

う。グループ内の電子購買システム「click２

procure」の導入も、ＳＰＬＳの事業だ。シ

ーメンスはグループ全体で年間350億ユーロ

の資材を買い付けているが、その約10％が電

子化されている。この比率を今後３年間で

50％以上に引き上げるのが目標だ。

電子化された買い付け業務の多くは、専用

線を使った特定取引相手との電子データ交換

（ＥＤＩ）によるものだが、各部署の担当者

が、業者のカタログから買い付ける場合も少

なくない。そのために導入されたのが、イン

ターネット上のバーチャルカタログ・システ

ム「click２procure」だ。ＩＴ機器、事務用

品、オフィス家具、工具、消耗品、工場備品、

設備機器など、シーメンスのグループ企業が

定期的に購入する商品40万点以上が電子カタ

ログになっている。

この発注システムはグループ外の企業にも

開放されており、現在グループ内外の１万

2,000人がオンライン発注している。これら

の商品については納入業者と包括購入契約を

結んでおり、新たな商品や新たな納入業者が

決まるたびに、データを更新している。商品

の輸送や支払いはＳＰＬＳが一括して行う。

このようなカタログ化された発注システムに

適している調達商品は、シーメンス・グルー

プの購入商品全体の20～25％とみられている。

（4）余剰在庫を売買するバーチャル市場が始動

ＳＰＬＳ社が2000年１月にスタートさせた

｢click２asset」は、余剰在庫の電子部品を販

売するためのバーチャル市場だ。「鮮度」が

売り物の電子部品の余剰在庫が、ここで競売

にかけられる。発足以来１年でグループ内外

の150社が参加し、予想を上回る300万ユーロ

の売り上げを記録した。２年目は売り上げを

600万ユーロに倍増させる計画で、シーメン

スは、積極的にグループ外の企業にも利用を

呼びかけている。

製品サイクルが短くなっているため、電子

部品の在庫はますます大きなコスト要因とな

っている。特に米国の会計手法に従って、四

半期ごとにバランスシートを作る企業が増え

ており、これまで年１回の棚卸し時にしか発
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見できなかった余剰在庫が、目立つようにな

ってきた。そのため余剰在庫品の買い手を速

やかに見つける需要が高まっている。こうし

た企業のために、ＳＰＬＳ自身が電子部品の

ブローカーの役割を担う。売り手が余剰在庫

を発見してＳＰＬＳに委託すると、ＳＰＬＳ

はその電子部品の検品、引き取り、管理、マ

ーケティング、売買契約の締結、納品、請求

書発行、入金確認など売買の全般を請け負う。

需要家にとってバーチャル市場は、安い価

格だけでなく、即座に入手できる点も大きな

利点だ。そのために迅速な納入が重要な要素

になっており、ＳＰＬＳが売買を一手に行う

理由もここにある。売り上げの約半分につい

ては、ＳＰＬＳが物流も引き受けている。

余剰在庫品は通常、仕入れ価格の１～10％

程度でしかさばけない。このため売らずに廃

棄処分にする企業も多かった。ＳＰＬＳは余

剰在庫品を仕入れ価格の30％以上で売ること

を目標にしている。これまでは電子部品は市

場で窮迫していたため、比較的高い価格での

販売が可能だった。半面、余剰在庫の電子部

品を十分に仕入れることが難しく、ＳＰＬＳ

では余剰在庫情報を専門に集める担当者を世

界各地に置いている。今後、半導体などを中

心に過剰在庫が増えてくると、バーチャル市

場「click２asset」の利用も増えると予想さ

れる。

競争激化で大手の市場占有進む流通業界
ベルリン・センター

欧州流通業界でも競争の激化から集中化が

進み、大手企業の市場占有率が上昇している。

一方、そうした寡占企業による不当な取り引

きの防止など、公正競争維持に向けた独禁当

局の動きもみられる。

情報技術（IT）革命が進む中、欧州流通

業界でもITを駆使した取り引きが拡大して

いる。オンライン競売など生き残りが厳しく

なってきている分野もあるが、決済システム

の開発も進み、英国ではデジタル衛星放送を

利用した双方向性のテレビショッピングに多

くの小売企業が参加するなど、徐々に電子商

取引のすそ野が広がっている。

１．拡大する大手の市場占有率

欧州における小売業トップ５社の市場占有

率の合計は、91年の15.8％から99年には

25.4％に拡大し、欧州小売業の集中化が進ん

でいる。フランクフルトの市場調査会社Ｍ＋

Ｍオイロデータ社は、トップ５社の集中化は

今後さらに進行し、その市場占有率の合計は

2005年には約40％に達するとみている。94年

の段階ではメトロ（Metro）、レーヴェ

（Rewe）、アルディ（Aldi）、エデカ（Edeka）

のドイツ小売企業４社が欧州トップ５社に顔

を出していた。しかし、５年後の99年にはカ

ルフール（Carrefour、仏、売上高666億ユー

ロ）、メトロ（売上高489億ユーロ）、アンテ

ルマルシェ（Intermarche´、仏、売上高319

億ユーロ）、レーヴェ（売上高316億ユーロ）、

オーシャン（Auchan、仏、売上高303億ユー

ロ）とフランス勢が３社登場し、ドイツ勢は

２社に減少した。

２．2001年末に黒字化目指すウォル
マート・ドイツ

レーベンスミッテル新聞によると、欧州の

ハイパーマーケット部門では、ウォルマート

（米、99年売上高168億ユーロ、ここでは欧州

のみ）が99年売上高でメトロのハイパーマー



ケット部門であるレアル（Real）とエクスト

ラ（Extra）を抜いた。またディスカウント

店では、アルディ（国内売上率70％）、リード

ル（Lidl、57％）、プルス（Plus、76％、テン

ゲルマン系列）、ペニー（Penny、80％、レー

ヴェ系列）のドイツ勢の売り上げが大きい。

ウォルマート（米）本体は2001年に世界中

で新規に400店、アホールド（Ahold、蘭）

も同年に世界中で新規に600店を開店する計

画を立てており、両社とも拡大路線を走って

いる。ウォルマートは98年に進出したドイツ

では、今後３年間で買収によらずに内的成長

によって50店を新規開店するという計画を依

然として捨てていない。しかし、適切な立地

探しに苦労しており、許可手続きもうまくい

っていないが、同社のスコット社長は「成功

するのに、買収は必要ではない」と述べ、企

業買収はこれまでの95店で十分としている。

ウォルマート・ドイツが黒字になるのは、

2001年末と見込まれている。

メトロは会員制卸売りのキャッシュ＆キャ

リー（Ｃ＆Ｃ）店の中国とロシアへの進出を

積極化することを考えている。同社は2005年

までに、中国だけでＣ＆Ｃ店を新規に50店開

店する計画を打ち出している。ロシアへの進

出は当初2002年を考えていたが前倒しし、

2001年から３年計画でモスクワ圏に２億

5,000万マルクを超える投資を行い、Ｃ＆Ｃ

６店を新規に開店する。モスクワ市場は800

万人を超える人口を抱え、ロンドン市場より

も大きく、小売業の売上高は99年に前年比

８％増、ロシア全体の小売売上高の30％に相

当する。これまでロシア市場は不安定との評

価があり、トルコのスーパーマーケットとス

ウェーデンの家具小売りチェーン・イケア

（Ikea）が乗り込んでいるにすぎない。

オーストリアでは、小売業大手２社ビラ

（Billa、99年売上高74億マルク）とシュパー

（Spar、同61億マルク）が99年に市場占有率

をさらに伸ばした。

レーベンスミッテル新聞によると、99年に

おける両社の市場占有率の合計は55％に上

る。第３位は南アルディ系列のホーファー

（Hofer）で、占有率は13％だった。ビラとシ

ュパーの売り上げ拡大は、オーストリアの老

舗マインル（Meinl）からの店舗買収による

ところが大きい。レーヴェの子会社であるビ

ラはマインルのスーパー163店を買収し、シ

ュパーは同社の大規模店ラインである

PamPam店21店を買収した。シュパーはさら

に2000年に同社の残りの店舗93店を買収し、

これでマインルはオーストリア小売業界から

消えた。エデカ（99年売上高255億マルク）

が50％資本参加しているアデーグ（Adeg、

99年売上高、Ｃ＆Ｃ含まず26億マルク）は、

テンゲルマン（Tengelmann、独、99年売上

高172億マルク）の子会社レーヴァ（Löwa）

の大規模店を買収したため、2000年の市場占

有率は11％に上昇したとみられている。

３．不当な価格設定にメス

テスコ（T e s c o）、セインズベリー

（Sainsbury）、アスダ（Asda、ウォルマート

傘下）などの英国小売り大手企業が、独占に

より不当な小売価格を設定していないかどう

かの調査を行っていた英国の競争委員会

（The Competition Commission）は2000年10

月10日、16ヵ月間にわたる調査の結果、その

ような事実はないとのレポートを公表した。

一方、同委員会は、正当な競争を維持して

いくためのいくつかの改善点をあげた。第１

点は、大手小売企業が寡占化の下で納入業者

に不当な値引き、手数料を求めているとして、

法律に基づいた取引の実施規約「Code of

Practice」を作成すべきとした。第２点は、

一定の商品についてコスト割れ販売が行われ

ており、公正な競争を妨げる恐れがあると指

摘した。第３点は、大手スーパーチェーンが

既存の自社スーパーの近くにさらにスーパー

を開店する際、それで消費者の選択の可能性
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が制約され、競争条件の悪化につながるとし

て、新規出店などに関しては英国の公正取引

局（Office of Fair Trading）の許可を得るよ

うなシステムを提案した。

４．コスト割れ販売と認定

ドイツでもコスト割れ販売が問題となっ

た。ディスカウンター大手アルディの日常食

品価格を下回るウォルマートの「スマート価

格」攻勢は、約95品目を対象に2000年５月央

にスタートしたが、アルディはさらに価格を

下げてこれに応戦し、リードルも続いた。業

界では既にウォルマートのスマート価格プロ

グラムがスタートした段階で、これは仕入れ

値以下での販売を禁止する法に違反している

という声が大きくなっていた。ドイツ小売業

中央連盟では、この値下げ競争に終止符が打

たれなければ、ドイツ小売業では次々に破産

が起き、2000年だけでも雇用機会が２万件は

失われるとの懸念を表明していた。これに対

してドイツカルテル庁は９月、競争監視の歴

史上初めて食品小売り大手の値下げ競争に介

入し、ウォルマート、北アルディ、リードル

のダンピング価格での食品販売を禁止した。

この決定に対し、同３社は予想以上に早く

バター、ミルク、砂糖、小麦粉、コメ、マー

ガリンなど問題になった製品の価格を９月末

には引き上げる動きに出た。この仕入れ値以

下での販売の禁止に再度違反すれば、最高

100万マルクの罰金を覚悟しなければならな

い。ハンブルガー・アーベントブラット紙に

よれば、ドイツ大手スーパーマーケットがと

ってきた価格政策により、ドイツ食品小売業

界は劇的に変化した。20年前には全国に食品

店が15万店あったが、現在この店舗数は半分

以下の７万店になった。

５．専門化するインターネット「モ
ール」

小売業の旧来のビジネスモデルの一例とし

て「ショッピングセンター」があげられる。

ショッピングセンターは、種々の商品を提供

する多数の店舗を集中することで買い物客の

流れに影響を与えようとするものである。出

店場所を集中することでセンター内の各店舗

は駐車場、その他の設備、広告、イベントな

どを共同利用できるようになり、コストの削

減につながるというのが構想である。

ショッピングセンターのインターネット版

といえるウェブ上のモールには、すべての業

者を受け入れるグローバルモール、ある地域

の業者、地域特有の商品に専門化した地域モ

ール、特定の業界あるいはテーマに専門化し

たモールがある。

現在ビジネスモデルが話題になる場合、イ

ンターネット、携帯電話などのコミュニケー

ション手段、さらにテレビという技術を基礎

にしたモデルがほとんどであり、「ｅコマー

ス」（電子商取引）、「ウェブＴＶ」などの言

葉が生まれている。

ドイツのインターネット・アナリストであ

る フ レ ン コ 氏 は イ ン タ ー ネ ッ ト

「autoresponder.de」の中で、米国の電子商

取引専門家であるイーストン氏がオンライ

ン・ビジネスモデルについて、①内容を中心

としたサイト、②購読料を必要とするサイト、

③商取引のためのサイト、の３タイプに分類

していることを紹介している。

内容を中心としたサイトは、特定のテーマ

をめぐって広範な情報を用意し、多くの利用

者に魅力的なサイトを作り、多数のサイト訪

問者数を基礎に広告主の関心を引こうとする

ものである。特定のテーマを中心に消費者と

企業が集まってできる仮想共同体（バーチャ

ル・コミュニティー：VC）も、その一つと

考えられる。一つのテーマを軸に共同体を作

るという点では、メトロ（Metro）系列のメ

トロ・オンライン社がレストラン、ホテル業

界をテーマに中小企業向けに構想しているポ

ータルサイトも、この分類に入りそうである。
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同社はこのポータルサイトのテストを2000年

11月に始め、その応募広告を2001年１月から

集中して始める。同ポータルサイトでは、自

社ばかりでなく、他社の食品、非食品や業界

情報も提供する。

購読料を必要とするサイトは、株価情報、

市場分析情報、データバンクの調査資料など

へのアクセスに対し手数料を取るもの。統計

局の統計、新聞、雑誌の蓄積資料などへの有

料アクセスが、その例である。

商取引のためのサイトでは、製品やサービ

スをインターネットを通じて販売することが

唯一の目的になっている。キーワードは電子

商取引である。

電子商取引のビジネスモデルでは、ビジネ

スパートナーの相違（企業対企業、企業対消

費者、消費者対消費者）により、また目的

（販売、購買、業務プロセス）の相違により、

ビジネスのタイプを分類することが多い。企

業対企業（B2B）では電子調達、業務プロセ

スのサプライチェーン・マネジメント

（SCM）、企業対消費者（B2C）ではオンライ

ンショップ、業務プロセスのオンラインバン

キングやオンライン支払いシステム、消費者

対消費者（C2C）ではインターネット競売な

どが主なタイプとして考えられる。

６．巨大な潜在力持つオンライン競売

オンライン競売はB2C、B2Bの分野で巨大

な潜在力を持っている。オンライン競売の先

進国である米国では、日ごとに売り上げが伸

びているといわれ、フォレスター・リサーチ

社の見通しでは、99年の134億マルクから

2002年には947億マルクに達すると推定され

ている。米国のオンライン競売の世界で最も

著名な企業は、95年に設立されたeBay（サ

ンホセ、カリフォルニア）である。これに対

しドイツ語圏では、業界トップを目指す

Primus-Onlineのほか、ricardo.de、alando.de、

auxion.deなどが地盤を固めようとしている

が、安定するまでには至っていない。98年に

設立されたハンブルクのricardo. deは、2000

年春に株価が213ユーロから100ユーロに暴落

するなど破産寸前まで追い込まれたが、競合

会社QXL（英）との合併で危機を乗り越えた。

今後QXL ricardoとして、これまでB2C競売

に重点を置いていたのを、C2C競売を中心と

する方針に変更、これまでの自社配達をやめ

るなど、仲介業に専念する予定である。

従来の競売は、特定の日時に開催され、数

時間のうちに競売品は競り落とされる。これ

に対し、オンライン競売の場合は数日かける

ことが多く、５～10日かけることも珍しくな

い。このため参加者は、競売品がどれほどの

価値があるかをじっくり考える余裕があり、

このやり方で実際に市場の実勢によく合った

価格が設定されることが多い。そのため、企

業が新製品の価格を探るためにオンライン競

売をテスト市場として利用することも考えら

れる。その他の長所として、取り引きにかか

る費用が少なくて済むことがあげられる。ま

た、オンライン競売は販売が難しくなった在

庫品の販売にも利用できる。

B2Bオンライン競売の場合には、必然的に

自前でインターネット競売サイトを作るか、

競売サービス会社のサイトを利用するかの選

択を迫られる。試験的に競売を行うのであれ

ば、競売サービス会社を利用する方がいい。

定期的に競売を開催するのなら、自前の競売

サイトを持つ方がいいといえるが、次にどの

競売ソフトが最適かという選択の問題が出て

くる。

７．広がる小売企業のインターネッ
ト調達

小売企業の、欧州を超えた、まさしくグロ

ー バ ル な B 2 B の 調 達 の 分 野 で は 、

GlobalNetXchange（ＧＮＸ）が2000年２月

28日にカルフール（Carrefour、仏）、シアー

ズ（Sears、米）、データベース・ソフトウエ
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アの最大手でITサービスを行うオラクル（米）

の合弁事業として発足した。同年３月にはメ

トロ、セインズベリー（Sainsbury、英）も

同事業に参加した。この調達競売市場にはさ

らに、クローガー（Kroger、米）、コール

ズ・マイヤー（Coles Myer、豪）、ピノ・プ

ランタン・ルドゥット・グループ（Pinault

Printemps Redoute,仏）、カールシュタッ

ト・クヴェレ（Karlstadt Quelle、独）が参

加している。同市場では食品、非食品の両方

が取り引きされており、総購買規模は4,000

億ドルに達する。将来的にはサプライチェー

ンの最適化を含めて、小売業者とメーカーと

のコミュニケーションの場としての機能を強

めることが考えられている。2000年12月には

日本法人「グローバルネットエクスチェン

ジ・ジャパン（GNX-J）」の設立を発表して

おり、日本の小売業界特有のニーズにも合わ

せていきたいとしている。

また、2000年３月31日には世界の大手小売

企業11社が、B2Bのインターネット市場、

World Wide Retail Exchange（WWRE）の

設立を明らかにした。WWREには、アホー

ルド（Ahold、蘭）、オーシャン（Auchan、

仏）、カジノ（Casino、仏）、ドゥレーズ

（Delhaize、ベルギー）、Ｋマート（K-Mart、

米）、テスコ（Tesco、英）、セーフウェイ

（Safeway、英）、エル・コルテ・イングレス

（El Corte Ingles、西）、ケスコ（Kesko、フ

ィンランド）、デイリーファーム（Dairy

Farm、香港）、レーヴェ（Rewe、独）、エデ

カ（Edeke、独）、コープ・スイス（Coop

Schweiz、スイス）などの小売企業のほか、

ジャスコ、西武百貨店なども参加している。

2001年３月末現在のメンバー小売企業数は53

社に達し、これら企業の総売上高は7,220億

ドルに上る。WWREの最大の目的は、サプ

ライチェーンの効率向上である。ITサービス

はIBM、i２、アリバ（Ariba）が連合して行

っている。

８．B2Cの分野でも競争が激化

既成小売り大手企業のオンラインショッ

プは、この分野に属する。例えば、欧州ト

ップ小売企業のカルフールは、picard.frと

ooshop.frで食品宅配を、verywine.comでワ

インの販売を行っている。さらに、地方ニュ

ース、レストラン紹介、映画紹介、買い物情

報などの情報ポータルであるWebcity.frに、

20％資本参加している。

欧州第２位の小売企業メトロの電気製品イ

ンターネットショップであるMediamarkt.de

は、2000年10月末で顧客登録数が10万人を超

えた。メトロ系列のハイパーマーケットであ

るレアル（Real）とエクストラ（Extra）の

オンライン宅配サービスの可能性について、

メトロ・オンライン社のドンブロウスキー取

締役は「中期的にみて、利益を出せそうなス

ーパーマーケットによるB2Cビジネスモデル

をこれまで見たことがない」と否定的に述べ

ている。

米ウォルマート系列のアスダ（Asda、英）

は、英国市場で先行している競合小売企業テ

スコ、セインズベリーに対し、B2C分野でも

競争に突入した。www.asda.comでは、生鮮

食品、冷凍食品を含め約6,000点を提供して

おり、オンライン宅配サービスでも英国最大

手であるテスコに挑戦することになる。

９．決済システムの開発進む

ｅコマース（電子商取引）とｅビジネス

（インターネットを使ったビジネス）は同義

語として使われることが多い。しかし概念的

に分けて考える場合には、ｅコマースは主に

商品やサービスをインターネットを通じて紹

介・販売し、取り引きと支払いをオンライン

で行うという意味合いが強いのに対し、ｅビ

ジネスには、最終的に企業の全業務をインタ

ーネットまたはイントラネットを通じて行う

という意味が込められている。このため、マ
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ーケティング、販売・サービス、調達、生産、

物流、決済など企業の全活動分野が対象にな

っている。

業務プロセスの分野、特に支払い方法につ

いては、paybox.net社のシステムが2000年５

月にドイツでスタートし、その後オーストリ

ア、スペインなどへも拡大、近い将来、ほか

の欧州諸国にも展開する予定になっている。

同社にはドイツ銀行が50％資本参加してい

る。この支払いシステムに必要なものは、携

帯電話、振替口座、同社への登録である。オ

ンラインで注文したピザの支払い、タクシー

の支払いなど携帯電話で同社のホットライン

を呼び出し、携帯電話の番号と金額を打ち込

むと折り返し回答があり、その支払いについ

て暗証番号で確認する。金額は顧客の振替口

座から引き落とされる。

オーストリアのペイセーフカード

（Paysafecard）社は、携帯電話の分野で既に

実現している前払いカードシステムを、オン

ラインショッピングに適用した。この方法は

2000年11月からオーストリアで実施されてお

り、同国のインターネットショップ50店以上

が協定を結んでいる。ドイツでは2001年５月

から導入されることになっており、売り出さ

れるカードは３種類、50、100、200マルクの

カード。この支払い方法の特徴は、銀行、ク

レジットカード、個人に関するデータが一切

関与してこない点である。

B2Bの分野では、シールズ（Seals）社のイ

ンターネット支払いシステムがある。サプラ

イヤーあるいは顧客が同社の支払いシステム

の利用を決定した場合、同社は両社の会計ソ

フトを検討し、インターフェースを作る。請

求書は同社のサーバーを通して伝達される。

同社の X.net（クロスネット）の顧客数は現

在20社にすぎないが、ネスレなどの大企業が

加入している。

10．英国ではデジタル放送によるシ
ョッピングも

英国のデジタルテレビ放送局ブリティッシ

ュ・スカイ・ブロードキャスティング

（BSkyB）は、99年10月にチャンネル“Open”

を開設した。Openは、ブリティッシュ・テ

レコム（BT）、松下電器ヨーロッパ、香港上

海銀行（HSBC）、BSkyBの合弁事業で、本

社はロンドンにある。Openは、デジタル放

送を使った双方向性テレビによる英国初のシ

ョッピングサービスである。電気製品チェー

ンのディクソンズ（Dixons）、書籍販売のＷ

Ｈスミス（WH Smith）、百貨店のウールワ

ース（Woolworth）、食品小売りのサマーフ

ィールド（Sommerfield）、スポーツ用品販売

のキットバッグ（Kitbag）などが参加してい

る。

Openによると、英国では2000年末時点で

400万世帯以上がデジタル衛星放送を受信で

きる。同社は2000年12月には、高級百貨店ハ

ロッズと組んでクリスマスキャンペーンを実

施している。


